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河川堤防の平常時の変状と出水時の被災に関する統計分析 

下川大介・福原直樹・笹岡信吾・森 啓年・服部 敦 
 

1．はじめに 1 

 堤防は長い歴史の中で構築された長大で不均質

な土構造物であり、堤防の維持管理は、人の目に

よる状態把握に頼るところが依然として大きい。

すなわち、河川管理者は、目視による点検 1)と巡

視2）により、変状を小規模な時期から把握し、補

修することによって堤防の機能を維持し、出水時

の治水安全性を確保してきた。 
しかし、今後の経済的及び人員的な制限を考慮

すると、治水安全性の確保のためには、潜在的な

弱点箇所を絞り込めるように、現状の点検や巡視

を合理化することが求められている。その様な中、

点検や巡視で発見される変状と出水時の被災の関

連性など、蓄積されてきたデータを用いた検討は

これまで以上に重要である。 
本稿では、より効率的な河川堤防の維持管理の

実現を目的として、国管理の8河川を対象に、点

検・巡視結果、被災履歴、堤防特性のデータを収

集し、河川堤防の変状及び出水後に発見される被

災、堤防特性の関係を分析した。 
なお、本稿では、点検・巡視にて目視で確認さ

れる軽微な異常及び変化等を「変状」と定義し、

出水によって堤防機能の低下が認められる大規模

な異常及び変化等を「被災」と定義した。被災の

原因の違いにより「すべり」、「漏水」、「パイピン

グ」の3つの被災に区分した。 

2．変状及び被災の分布状況の把握 

2.1 変状の分布状況の整理  
点検・巡視により発見される変状の分布状況を

把握することを目的とし、8河川の過去5年間の

点検・巡視結果を用いて、変状の種類、発生頻度

について整理した。 
まず、図 -1に8河川の点検・巡視により発見さ

れた変状の種類について示す。変状が進行するこ

とにより河川堤防の耐浸透機能の低下が懸念され

──────────────────────── 
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る変状（亀裂・法崩れ、陥没、構造物周辺の抜け

上がり、漏水（以下「浸透に関する変状」とい

う。））に着目すると、全体の4分の1を占めてい

ることがわかる。その他に発見された変状は、植

生の異常、表土の異常、モグラ等小動物の穴、樹

木の侵入、踏み荒らし・轍等である。 
次に、各河川での変状発生頻度について整理し

た。表-1に変状発見数を堤防延長で除したものを

まとめた。1㎞当たりに発見される全変状数は約

3.4個であり、そのうち、浸透に関する変状は1.0
個であり、堤防延長に対して比較的低い頻度でし

か変状が発生していないことがわかる。 
2.2 変状規模の影響 

森らの研究3)では、変状規模が堤防の機能維持

へ与える影響についての検討を行っている。そこ

では、浸透に関する変状の中で亀裂に着目し、亀

裂深さが堤防の機能維持に与える影響を、堤防の

安全性評価に用いられる円弧すべり解析を実施し

定量的に評価を行っている。解析モデルは堤防高

6.3m、法面勾配を1:2の単断面とし、堤体土質は

砂 質 土 （ c=1.0kPa ， φ =30.0 度 ）、 中 間 土

（ c=10.0kPa，φ=35.0度）、粘性土（ c=15.0kPa，  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 点検・巡視にて発見される変状の種類 

表-1 1㎞あたりの変状発見数 
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φ=0.0度）の3種類を想定し、浸潤線は浸透流解

析により求めた結果を用いている。その結果を図

-2に示す。図は亀裂深さとすべりに対する安全率

の関係を示したものであり、亀裂深さが増加する

に従いすべりに対する安全率が低下していること

がわかる。 
ここで、点検・巡視で発見される亀裂の規模

（深さ）を整理したものを図 -3に示す。亀裂の深

さは0.1m未満のものが大半を占めており、図 -2
に照らし合わせると、堤防に0.1m未満の亀裂が

生じても安全率はほとんど低下しないことがわか

る。よって、現状の維持管理では、堤防の機能維

持に影響を与える前に、早期に補修することによ

り治水機能を維持していることが示唆される。 
2.3 被災の発生状況 

本稿の分析では、被災履歴は被災位置と被災形

態が判明している昭和51年から平成25年の間に

確認された被災記録を使用した。堤防が被災した

場合、現況復旧を基本としていることから、基礎

地盤の特性は変化していないと仮定し、平成21
年以前の被災も分析の対象とした。分析は8河川

のうち、被災履歴のあった5河川を対象として実

施した。図-4に本稿で用いた被災種別の件数とそ

の割合を示す。すべりによる被災が最も多く約

60%を占める。また、堤防の安全性が不足してい

る区間を抽出し，優先的に堤防強化を進めるため

に，堤防詳細点検が行われている。そこで、被災 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
が詳細点検の照査結果のNG区間（安全性が不足

していると判定された区間）と一致するかを調べ

た（図-5参照）。パイピングによる被災は9件発生

している。そのうち、パイピングの照査でNGと

判定された区間で発生しているものが7件（0.05
件 /1km）発生しているのに対し、OK区間で2件

（0.01件 /1km）発生していることから、パイピン

グの照査によりNGとなった区間については、パ

イピングの被災が発生する可能性が高いと言える。 

3．被災と堤防特性の関係 

3.1 分析方法 
 前章で分析を行った被災事例について、どのよ

うな条件下で被災が発生しているかを検討するた

めに、被災と堤防特性の関係について、ロジス

ティック回帰分析を行った。分析は被災履歴の

あった5河川を対象として実施した。説明変数に

は堤防概略点検にて求められる項目を用いた。 
ここで、ロジスティック回帰分析は、一般化線

形モデルの一つであり、変状の発生有・無データ

と堤防特性との関係を分析できる統計モデルであ

る。その特徴として、正規分布に従わない堤体土

質、治水地形なども説明変数として取り扱うこと

ができることがあげられる。 
3.2 平均法面勾配とすべりによる被災の関係 
 法勾配が急になるとすべり破壊が生じやすいた

め、すべりによる被災と平均法面勾配との関係性

について分析を行った（図 -6参照）。平均法面勾

配が1:2～1:3の堤防にて被災が集中しており、被 

図-4 被災履歴の種類 

図-5 被災履歴の種類 
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図-2 亀裂深さと安全率の関係3) 

図-3 点検・巡視で発見される亀裂の規模（m） 
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災の発生確率（0<p<1）も高くなっている。また、

平均法面勾配が1:4よりも緩くなると被災が確認

されておらず、被災の発生確率も小さい値を示す。

なお、平均法面勾配が1:2よりも急な箇所で被災

が確認されていない。今回の分析では、小段や法

面数を考慮せず、法肩と法尻を結んだ直線の勾配

を平均法面勾配として用いているため、実際に被

災が発生した箇所の法面勾配よりも緩い値を採用

している可能性が考えられる。 
3.3 平均動水勾配とパイピングによる被災の関係 

一般的に、平均動水勾配が大きいと浸透に対し

危険となりやすいとされていることから、パイピ

ングによる被災と平均動水勾配の関係について検

討を行った（図 -7参照）。パイピングによる被災

は、平均動水勾配が0.1を超えている箇所で発生

し、平均動水勾配が大きくなるに従い被災発生箇

所が増加する傾向がみられた。また、平均動水勾

配の増加に従い、被災の発生確率も大きくなる傾

向が確認された。 

4．変状と堤防特性の関係 

4.1 分析方法 
 被災と同様に、変状についてもロジスティック

回帰分析により、堤防特性との関係を定量的に評

価した。目的変数は、浸透に関する変状とし、説

明変数は被災の分析と同様とした。 
4.2 平均法面勾配と亀裂の関係 

浸透に関する変状の中で、すべりによる被災の 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
予兆として出現することが想定される亀裂と平均

法面勾配の関係について分析を行った。図-8に平

均法面勾配と亀裂の発生確率の関係を示す。図に

示す通り、平均法面勾配が緩くなっても変状が発

生しており、亀裂の発生確率と平均法面勾配の間

にも特に関係性は確認されなかった。これは、亀

裂にはいわゆるすべり被災とは異なる成因である

表層付近で生じた亀裂が多く含まれているためで

あると考えられる。   
4.3 平均動水勾配と漏水の関係 
 浸透に関する変状の中で、パイピング及び漏水

による被災の予兆として出現することが想定され

る漏水による変状と平均動水勾配の関係について

分析を行った。図-9に平均動水勾配と漏水の発生

確率の関係を示す。平均動水勾配の大小に関わら

ず漏水が発生しており、変状の発生確率も平均動

水勾配との間には特に関係性は確認されなかった。

漏水は、堤体土質又は基礎地盤の透水性も影響し

ており、平均動水勾配だけでは、漏水発生の有無

の判別は困難であると言える。 

5．被災と変状の関係 

3章、4章にて変状と堤防特性、被災と堤防特

性については確認したが、被災と変状の関係につ

いては明らかになっていない。そこで、変状発生

の傾向から被災発生の予測を行うことを目的とし

て、平面図上に被災発生箇所と変状発生件数を整

理し、被災と変状の関係性について分析を行った。
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図-6 平均法面勾配とすべりによる被災の関係 

図-7 平均動水勾配とパイピングによる被災の関係 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5

被
災

の
発

生
確

率

平均動水勾配

予測値

被災の有無

あり

なし

被災の有無

図-8 平均法面勾配と亀裂の関係 

図-9 平均動水勾配と漏水の関係 
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図 -10は、A河川の平面図上に被災履歴と変状

発生箇所を整理し、「見える化」を行ったもので

ある。被災履歴は前章で分析を行った被災を使用

した。図に示す通り、変状が高頻度に発生する箇

所と被災箇所は必ずしも一致していない。これは、

変状のほとんどが、表層部分で生じている小規模

な変形であり、被災の予兆として生じているもの

が少ないことが推察される。このことから、変状

発生頻度から出水時の被災発生を予測し、点検の

重点箇所を設定することは困難であると言える。 

6．今後の展望 

 現在の堤防の維持管理は、点検・巡視によって

変状が小規模なうちに発見し補修することで、出

水時にその性能が発揮できるように努めている。 
本稿では、出水により発生する被災と常時に発

見される変状の分析により、①変状の規模に比例

して堤防の性能は低下するが、現状の点検・巡視

によって小規模なうちに変状を発見できているこ

と、②被災と変状に直接的な関係はなく、変状が

被災の予兆であるか否かを判断するのは困難であ

ること、平均動水勾配の大きな区間や平均法面勾

配の急な区間は、被災の発生する可能性が高いこ

と、などを明らかにした。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国土交通省では、これらの研究成果等を基に、

平成26年度より試行的に、氾濫危険水位時の避

難勧告等の発令判断のため、予め漏水発生等の確

認を開始する水位及び重点的に確認を行う区間を

定めている 4)。具体的には、被災実績、堤体形状、

土質構成、背後地の状況等から堤防機能に支障を

及ぼす変状が生じる可能性が高い区間を設定し、

出水中の監視を行っている（図-11）。今後、出水

時の監視結果や被災時の原因究明のための調査結

果に基づき、さらに重点区間の見直しを図る予定

である。引き続き、点検・巡視及び出水中の監視

結果等のデータを蓄積し、効率的な維持管理の実

現を目指していくことが重要である。 
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図-10 被災発生箇所と変状発生箇所の比較 図-11 重点監視区間の設定フロー4) 


